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新たな学校施設整備基本方針（第２次）（案）について 

 
＜付議要旨＞ 
平成２６年度を初年度とする今後１０年間の「新たな学校施設整備基本方針 

（第２次）」を策定する。 
 
 
１ 主旨 
現在策定中の新たな「公共施設整備方針」や「第２次世田谷区教育ビジョン」で示

された施設整備の考え方を受けて、今後１０年間の学校施設整備の方向性を明らかに

する「新たな学校施設整備基本方針（第２次）（案）」（以下、「方針（第２次）案」と

いう。）を取りまとめたので報告する。 

 

２ 方針（第２次）案の概要 
（１）これまでの区立小・中学校の教育環境整備の取り組み 

  区立小・中学校の改築は、「学校改築指針」（平成３年策定）等に基づき、平成６

年度に竣工した中町小・玉川中をはじめとして、平成２０年度に竣工した松沢小ま

で１１校の学校改築が進んできた。 

その後は、平成１８年３月に、工事期間の縮減による改築のスピードアップと改

築経費の削減を基本とする「新たな学校施設整備基本方針」を策定し、耐震化への

対応を並行して精力的に進めながら、平成２５年度までに８校の改築を実現し、現

在６校で設計や工事を進めている。 

また、改築のほかにも、耐震化に伴う一部改築（９校）や補強工事（２６校）、

児童増に対応した校舎の増築や一部改築（４校）などの課題に同時に対応してきた。 

（２）新たな学校施設整備基本方針（第２次） 

方針（第２次）案は、上位計画に位置づけられる新しい「公共施設整備方針」、「第

２次世田谷区教育ビジョン」などとの整合を図るとともに、文部科学省が推奨する

学校施設の老朽化対策としての「学校施設長寿命化改修」を実現し、また、予防保

全による既存施設の計画的な整備を推進するための指針として、本方針の策定を１

年前倒しして、平成２６年度から平成３５年度までの１０年間を計画期間として定

める。 

  方針（第２次）案では、今後の学校施設整備の指針として、６つの視点（現状と

課題、取り組みの方向性）を踏まえ、１４項目の基本的な考え方を掲げ、今後１０

年間の学校施設整備の方向性や目標等を示した。 



【６つの視点（現状と課題、取り組みの方向性）】 

① 教育ビジョンの実現 

② 校舎の老朽化への対応   

③ 既存校舎の適切な維持管理 

④ 地域コミュニティの核となる公共施設としての役割 

⑤ 災害時の避難所機能の確保への対応   

⑥ 環境負荷の低減など社会的要請への対応 
【１４項目の基本的な考え方】 

① 毎年２校を基本とする改築または長寿命化改修（リノベーションなど）の推進 
② 予防保全による既存施設の計画的な整備 

③ 公共施設整備方針を踏まえた他の公共施設との複合的な整備 
④ 仮設校舎の工夫等による教育環境の確保と経費の抑制 

⑤ 多様な教育活動の展開に対応するための施設の整備 

⑥ 衛生的で安全に配慮した給食施設の整備 

⑦ 地域コミュニティの核としての役割を担う施設の整備 

⑧ 子どもや地域の高齢者など誰もが安全安心で快適な施設の整備 

⑨ 耐震性能の確保や非構造部材の耐震化などの地震災害等への対応 

⑩ 避難所機能の確保と災害発生時への備え 

⑪ 再生可能エネルギーの活用や高効率設備導入等による環境負荷の低減 
⑫ 校庭の芝生化や屋上緑化など学校緑化への取り組み 

⑬ 周辺環境との調和と地域に愛される特色ある学校づくり 

⑭ 適正規模化・適正配置の取り組みと合わせた教育環境の整備 
（３）標準設計仕様書の策定 

方針（第２次）案に基づき、新たな「標準設計仕様書」を、早期に策定する。 

 「標準設計仕様書」の策定にあたっては、この間の関係技術の進展や社会的な要

請を考慮するとともに、たとえば、地域性による児童・生徒数増減の傾向を踏まえ

てワークスペース数を見直すなど必要な整備面積を精査するほか、具体的な各室の

整備仕様についても、施設総量の増加抑制や経費の抑制に寄与するよう改める。 

  

３ 資料 

 別紙 「新たな学校施設整備基本方針（第２次）（案）」 

 

４ 今後の予定  平成２６年２月２４日 教育委員会報告 

              ２月２７日 文教常任委員会報告 

              ３月２５日 教育委員会決定 


